
固定資産税制度について 

平成２８年８月 
総務省自治税務局固定資産税課 
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（注） １ 平成26年度までは決算額、平成27年度は決算見込額、平成28年度は地方財政計画ベースの収入見込額である。
２ 丸がついた年度は、評価替え年度である。
３ 大規模償却資産に係る道府県分（H26決算額：16.9億円）は含まれていない。

固定資産税収の動向

○ 固定資産税収は、平成11年度をピークに減少傾向。

○ 土地に係る固定資産税収についても、平成11年度をピークに減少傾向であり、平成16年度以降、家屋

に係る固定資産税収を下回っている。
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市町村歳出と固定資産税収の推移
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※ 「地方財政状況調査」（総務省）における決算額である。
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○ 昭和60年度以降、市町村歳出と固定資産税収はともに増加。

○ 市町村歳出は平成11年度以降減少したが、平成19年度以降増加傾向。一方、固定資産税収は平成11年

度をピークに減少傾向。
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固定資産税の税率

②税率の採用状況

①税率の変遷

税目
昭和 平成

25 26 29 30 34 48 53

固
定
資
産
税

56 15 16 20 27

一定

税率

1.6

標準

税率

1.6 1.5%1.4

3.0
制限

税率 2.5% 2.1 廃止

（Ｈ16）（Ｓ34）（Ｓ29）

（Ｓ25）

（Ｓ29）（Ｓ30）

（Ｓ26）

（Ｓ26）

超過税率

採用団体 合  計 A/C B/C

      %  計 B         C       (%)       (%)

 1.40   A 1.45 1.48  1.50 1.55 1.58  1.60 1.62 1.65  1.70 1.75

29 0 29 100.0 0.0

461 3 1 18 14 36 497 92.8 7.2

214 7 27 5 8 2 1 50 264 81.1 18.9

862 1 20 4 1 26 1 2 12 67 929 92.8 7.2

1,566 11 1 65 9 1 48 1 2 14 1 153 1,719 91.1 8.9
　（注）東京都特別区は、「人口50万以上の市」として区分し、23区をもって１団体として計上している。

（平成27年４月１日現在）

税率区分

市町村区分

標準税率に対する

倍　　　　　　率
標準税率

1.1倍超 1.2倍超

1.2倍以下 1.3倍以下
1.1倍以下

合　　　計

町　　　村

人口5万未満の市

人口5万以上
50万未満の市

人口50万以上の市
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固定資産税の住宅用地特例 

区  分 土地の利用状況と面積区分 本則課税標準額 

小規模住宅用地 

住宅の敷地 

 ２００㎡以下の部分 価格×１／６ 

一般住宅用地 
 ２００㎡を超える部分 
  （家屋の床面積の１０倍まで） 

価格×１／３ 

１．概要 

３．経緯 
○ 昭和48年度 住宅用地特例創設（特例率１／２） 

○ 昭和49年度 小規模住宅用地特例創設（特例率１／４） 

○ 平成６年度 住宅用地特例拡充  小規模住宅用地：特例率１／４→１／６ 

                  一般住宅用地 ：特例率１／２→１／３ 

２．併用住宅の取扱い 
 店舗と住宅等が併用されている家屋（併用住宅）の敷地であっても、家屋の床面積に占める住宅部分の割合が４分
の１以上の場合には、当該敷地面積に下表の住宅部分の割合に応じた住宅用地の率を乗じて算出した面積分につき、
住宅用地特例の適用がある。 

【例】 併用住宅（2階建）で敷地面積500㎡、家屋の床面積が100㎡〔うち、店舗部分75㎡、住宅部分25㎡〕の場合 
    ⇒住宅部分の割合が1/4      
    ⇒500㎡×0.5＝250㎡に住宅用地特例（200㎡以下の部分は1/6、残りの50㎡の部分は1/3に軽減）の適用あり 

家屋 住宅部分の割合 住宅用地の率 

地上５階以上の耐火建築物である併用住宅 

４分の１以上２分の１未満 0.5 

２分の１以上４分の３未満 0.75 

４分の３以上 1.0 

上記以外の併用住宅 
４分の１以上２分の１未満 0.5 

２分の１以上 1.0 
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① 土地分

○ 実際の税額は次のように計算されます。

･ 平成29年度分：

･ 平成26年度分： 4,500,000円 ×1.4% =63,000円 
･ 平成27年度分： 

（2）26年度の課税標準額に（1）の額（27年度の本来の課税標準額）の
5％を加えた額を算出します。
4,500,000円  +  5,500,000円  ×　5％　＝　4,775,000円

（4）27年度の固定資産税
4,775,000円 ×  1.4％  ＝ 66,850円 

（3）（1）の額と（2）の額を比較し、低い方の（2）の額が27年度の課税
標準額となります。

･ 平成28年度分： 

小規模住宅用地

･ 平 成 26 年 度 分： 4,398,000円 ×1.4% =61,572円 
･ 平成27～29年度分： 3,967,000円 ×1.4% = 55,538円 

② 家屋分

（1）28年度の本来の課税標準額（価格 ×1/6）を算出します
31,000,000円  ×  1/6  ≒  5,166,666円 

（1）27年度の本来の課税標準額（価格 ×1/6）を算出します。
33,000,000円  ×  1/6  ＝  5,500,000円 

（2）27年度の課税標準額に（1）の額（28年度の本来の課税標準額）の
5％を加えた額を算出します。
4,775,000円  +  5,166,666円  ×　5％　≒　5,033,333円

5,033,333円　→　5,033,000円 ※（千円未満切り捨て）

（4）28年度の固定資産税
5,033,000円 ×  1.4％  ＝ 70,462円

（3）（1）の額と（2）の額を比較し、低い方の（2）の額が28年度の課税
標準額となります。

（1）29年度の本来の課税標準額（価格×1/6）を算出します。
29,000,000円  ×  1/6  ≒  4,833,333円

（2）28年度の課税標準額に（1）の額（29年度の本来の課税標準額）の
5％を加えた額を算出します。
5,033,000円  ＋  4,833,333円  ×  5%  ≒  5,274,666円

（4）29年度の固定資産税
4,833,000円  ×  1.4 %  ＝  67,662円

（3）（1）の額と（2）の額を比較し、低い方の（1）の額が29年度の課税
標準額となります。

※ 課税標準額の端数処理は、実際にはすべての固定資産を合算した
後の額によって行われます。

4,833,333円　→　4,833,000円 ※（千円未満切り捨て）

当該年度価格×住宅用地特例率（１/６）

前年度課税標準額 
×100（％）

100％ 

20％

0％ 

本来の課税標準額○A

〔 〕上記②の額がⒶ×２０%を
下回る場合は、Ⓐ×２０%

↑ 

以下のいずれか低い額
　①本来の課税標準額Ⓐ
　②前年度課税標準額
　　＋ Ⓐ ×５%

試しに計算してみると 
◇ 平成２７年度以降の固定資産税の具体的な税負担は例えば次のようになります。

税率は、固定資産税１．４% ( 標準税率 )とします。課税標準額の端数処理 ( 千円未満

切り捨て ) については、以下のぺ一ジでは、計算の便宜上、土地 ･ 家屋ごとに行ってい

ますが、実際には各納税者ごとのすべての固定資産 ( 土地 ･ 家屋 ･ 償却資産 ) を合算

した後の額によって行われます。

なお、どの段階で端数処理を行うかについては５２ぺ一ジからの「税額計算表」を

参考にして下さい。

(土地の税負担が、平成２７年度及び２８年度はなだらかに上昇、２９年度は本則課税
となる例）

1 住宅用地の場合 

○ 土地(家屋の敷地:１２０m２)
土地のすべてが小規模住宅用地の課税標準の特例（１/６）措置

の適用を受けます。
平成２６

２６

２７

２７

２８
２９

年度の課税標準額……………………
平成 年度の価格…･…………･………… 
平成 年度の価格………………………… 
平成 年度の価格………………………… 

○ 家屋(平成１１年建築、木造２階建（専用住宅）、床面積１００m２)
平成 年度の価格……………………………
平成 年度の価格……………………………

4,500,000円 
33,000,000円 
31,000,000円 
29,000,000円 

4,398,000円 
3,967,000円 

124,572円 122,388円 126,000円 123,200円 

124,500円 122,300円 126,000円 123,200円 

計 

端数処理（１００円未満切り捨て）

区 分 平成26年度 

土 地 分 63,000円 
66,850円 70,462円 67,662円 

（なだらかに上昇）（なだらかに上昇） （本則課税） 

61,572円 55,538円 55,538円 55,538円 家 屋 分 

平成27年度 平成28年度 平成29年度 

○ 平成26年度から平成29年度までの税額
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商業地等の宅地 
100％ 

当該年度価格 

前年度課税標準額 
×100（％）

70％ 

60％ 

20％ 

0％ 

※ 課税標準額の端数処理は、実際にはすべての固定資産を合算した後の額によって行われます。

② 家屋分
･ 平 成 2 6 年 度 分： 21,204,000円 × 1.4% = 296,856円

 ･ 平成27～29年度分： 20,458,000円 × 1.4% = 286,412円

･ 平成28年度分：

･ 平成29年度分：

〔  〕

税負担据置

〔A〕が価格 × 60％を上回 
る場合は価格×60％ 

〔  〕〔A〕が価格 × 20％を下回 
る場合は価格×20％ 

〔A〕＝前年度課税標準額
　　　＋ 価格 × 5%

↑ 

↑ 

（1）28年度の価格は、
131,100,000円 

（2）27年度の課税標準額を、28年度の価格と比較します。
95,922,000円  /  131,100,000円  ≒  73.2％ 

（4）28年度の固定資産税
91,770,000円 × 1.4％ ＝ 1,284,780円 

（3）（2）の割合が70％を上回っているので、28年度の課税標準額は、
価格の70％とします。
131,100,000円 × 70％ ＝91,770,000円 

（1）29年度の価格は、
124,545,000円 

（2）28年度の課税標準額を、29年度の価格と比較します。
91,770,000円  /  124,545,000円  ≒  73.6％ 

（4）29年度の固定資産税
87,181,000円 × 1.4％ ＝ 1,220,534円 

（3）（2）の割合が70％を上回っているので、29年度の課税標準額は、
価格の70％とします。
124,545,000円 × 70％ ＝87,181,500円 
→ 87,181,000円 ※（千円未満切り捨て）

価格×７０％に
引き下げ

① 土地分
･ 平成26年度分： 95,922,000円 ×1.4% =1,342,908円

 ･ 平成27年度分： 

(土地の税負担が平成27年度据え置き→平成28・29年度引き下げとなる例)

○ 土地（家屋の敷地:１６０m2）

平成２６

２７

２８

２９

２６

２７

年度の課税標準額……………

平成 年度の価格…･…………･…… 

平成 年度の価格…………………… 

平成 年度の価格…………………… 

○ 家屋(平成１１年建築、鉄骨造２階建（店舗）、床面積２６０m2)

平成 年度の価格……………………

平成 年度の価格……………………

1,639,764円 1,629,320円 1,506,946円

1,639,700円 1,629,300円 1,571,100円

1,571,192円

1,506,900円

計 

端数処理（１００円未満切り捨て）

区 分 平成26年度 

土 地 分 1,342,908円 1,342,908円 1,284,780円 1,220,534円 
（据え置き） （引き下げ） （引き下げ）

296,856円 286,412円 286,412円 286,412円家 屋 分 

平成27年度 平成28年度 平成29年度 

○ 平成26年度から平成29年度までの税額

95,922,000円 

138,000,000円 

131,100,000円 

124,545,000円 

21,204,000円 

20,458,000円 

○ 実際の税額は次のように計算されます。

2 商業地等の宅地の場合 

（2）26年度の課税標準額を、27年度の価格と比較します。
95,922,000円  /  138,000,000円  ≒  69.5％ 

（4）27年度の固定資産税
95,922,000 × 1.4％ ＝ 1,342,908円 

（3）（2）の割合が60％以上70％以下となるので、27年度の課税標準額は、26年度と同額に
なります
95,922,000円 

（1）27年度の価格は、 138,000,000円 
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商業地等の宅地

土地A、B、Cの評価額
１，０００万円

土地A、B、Cの評価額
９００万円

平成２７年度 平成２８年度

７０

１００

６０ ７０

６０

０ ０

１００

２０

７０％に引き下げ

地価１０％下落

７０％に引き下げ

税負担据置

税負担据置

課税標準額

課税標準額

土地Ａ
　７００万円

土地Ｂ
　５５０万円

土地B
　５５０万円

土地Ａ
　６３０万円

土地Ｃ
　３７０万円

土地Ｃ
　４１５万円

前年度課税標準額　
+ 評価額x５％

↑ 
A が評価額x２０％を下回
る場合は、評価額x２０％

↑ 
A が評価額x６０％を上回
る場合は、評価額x６０％

=A

土地Ａ　９．８万円　→　８．８万円（▲１．０万円、▲ １０％）
土地Ｂ　７．７万円　→　７．７万円（ ± ０ 万円、 　 ０％）
土地Ｃ　５．２万円　→　５．８万円（ ＋０．６万円、＋ １２％）

商業地等の負担調整措置による税額の算定例

税　額（課税標準額×税率１．４％）
（平成２７年度） （平成２８年度）

負担水準
（％）

負担水準
（％）

地価が下がっているのに土地の税額が上がるのは 

A
Q 　地価が下落しているのに、税額が上がるのはおかしいのではな

いでしょうか。

　土地に係る固定資産税は、評価額が急激に上昇した場合であって
も、税負担の上昇はゆるやかなものになるよう、課税標準額を徐々
に是正する負担調整措置が講じられています。

　地価が下落する中で税負担が上昇する土地は、本来の課税標準額に比べて
現在の課税標準額が低いため、負担調整措置により本来の課税標準額に向け
た是正過程にあるものです。したがって、課税の公平の観点からやむを得ない
ものと考えられます。
　なお、平成２８年度、平成２９年度については、地価の下落があり、価格を据え置
くことが適当でないときは、据置年度でも価格を修正することとされており、地
価の下落が価格に適切に反映されることとなっています。
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※１ 負担水準＝前年度課税標準額／評価額（又は評価額×市街化区域農地特例率（1/3））
※２ 今年度の課税標準額

一般農地、一般市街化区域農地：評価額（又は評価額×1/3）と前年度課税標準額 ×（負担水準に応じた負担調整率）のいずれか低い方。
特定市街化区域農地：評価額×1/3と〔A〕のいずれか低い方。

※３ 〔B〕：〔A〕が評価額×1/3の20％未満の場合は、評価額×1/3の20％に引上げ。
※４ 農地評価とは、農地を農地として利用する場合における売買価格を基準として評価する方法。
※５ 宅地並評価とは、類似宅地の価額を基準として求めた価額から造成費相当額を控除した価額によって評価する方法。
※６ 勧告遊休農地は負担調整措置が適用されず、評価額が課税標準額と同額になる（平成29年度分の固定資産税から課税）。

一般市街化区域農地 特定市街化区域農地
（三大都市圏の市街化区域農地）

〔B〕※３

特例（１／３）

負担水準※１

100％

20％

0

固
定
資
産
評
価
額

（宅
地
並
評
価
（※

５
）
）

前年度課税標準額＋
評価額×1/3×５％
＝〔A〕

前年度課税標準額×1.025

前年度課税標準額×1.050

前年度課税標準額×1.10

特例（１／３）

90％

前年度課税標準額×1.075

負担水準※１

100％

80％
70％

00

一般農地

負担水準※１

100％

固
定
資
産
評
価
額

（農
地
評
価
（※

４
）
）

前年度課税標準額×1.10

前年度課税標準額×1.025

前年度課税標準額×1.050

前年度課税標準額×1.075

90％

80％

70％

農地に対する固定資産税の課税の仕組み（平成27年度～平成29年度）
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※ 価格等の決定後、直ちに
固定資産課税台帳に登録

価格決定、台帳登録を３月31日に、台帳登録の公示を４月１日に行う場合で、最初の納期限が４月30日に設定されている場合

固定資産税の賦課徴収の流れ

賦 課 期 日 （ １ 月 １ 日 ）

価格等の決定
（３月31日）

1月1日

３月31日

４月１日 台帳登録の公示 土地価格等縦覧帳簿、家屋価格等縦覧帳簿の縦覧

土地価格等縦覧帳簿、家屋価格等縦覧帳簿の作成（３月31日）

路線価図等公開

４月20日

第１期納期限（条例事項）４月30日

※ ４月１日から４月20日又は最初の納期限の日のいずれか遅い日以後の日までの期間
※ 縦覧の場所及び期間の公示

審査の決定（30日以内）

取消の訴え

市町村長へ
審査請求

【行政不服審査法】

（価格に
対する不服）

（価格以外
の不服）

賦課決定・納税通知書の
交付（納期限10日前まで）

固定資産評価審査委員会へ審査の申出
（公示の日から納税通知書の交付後３か月※までの期間）

※ 平成28年４月１日より60日から３か月に改正
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１．縦覧制度

（１）土地価格等縦覧帳簿、家屋価格等縦覧帳簿の作成

市町村長は、毎年３月31日までに、次の事項を記載した土地価格等縦覧帳簿及び家屋価格等縦覧帳簿を作成しなければならない。

① 土地価格等縦覧帳簿 所在、地番、地目、地積、価格

② 家屋価格等縦覧帳簿 所在、家屋番号、種類、構造、床面積、価格

（２）縦覧帳簿の縦覧

市町村長は、毎年４月１日から、４月20日又は当該年度の最初の納期限の日のいずれか遅い日以後の日までの間、土地価格等

縦覧帳簿を当該市町村内に所在する土地に対して課する固定資産税の納税者の縦覧に、家屋価格等縦覧帳簿を当該市町村内に所在

する家屋に対して課する固定資産税の納税者の縦覧に供しなければならない。

２．課税明細書の送付

市町村長は、土地又は家屋に対して課する固定資産税を徴収しようとする場合においては、次の事項を記載した課税明細書を、納期限

の10日前までに納税者に送付しなければならない。

① 土地 所在、地番、地目、地積、価格、課税標準額、軽減税額

② 家屋 所在、家屋番号、種類、構造、床面積、価格、課税標準額、軽減税額

３．固定資産課税台帳の閲覧制度

市町村長は、納税義務者その他の者（借地借家人等）の求めに応じ、固定資産課税台帳のうち、これらの者に関する固定資産について

記載されている部分を閲覧に供しなければならない。

４．固定資産課税台帳記載事項の証明制度

市町村長は、納税義務者その他の者（借地借家人等）から請求があったときは、固定資産課税台帳に記載された事項のうち、これらの

者に関する固定資産に関する一定の事項を証明しなければならない。

５．宅地の標準的な価格の閲覧制度

市町村長は、固定資産の価格等を決定した場合においては、遅滞なく、地域ごとの宅地の標準的な価格（路線価及び標準宅地）を記載

した書面を一般の閲覧に供しなければならない。

６．固定資産課税台帳に価格を登録した旨の公示制度

市町村長は、固定資産課税台帳に登録すべき固定資産の価格等のすべてを登録したときは、その旨を公示しなければならない。

固定資産税における情報開示制度
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固定資産評価審査委員会に対する審査申出

① 審査申出事項
固定資産課税台帳に登録された価格（都道府県において評価される場合等を除く。）
ただし、据置年度（評価替えのない年度）においては、地目の変換等の特別の事情があって評価替えをすべきものであることを申し立て

る場合を除き、審査の申出をすることができない。

② 審査申出期間
台帳登録の公示の日から納税通知書の交付後３か月まで（平成28年４月１日より60日から３か月に改正）

※ 固定資産の価格等のすべてを登録した旨の公示の日以後に修正して登録された価格の場合等については別の定めがある。

③ 執行不停止の原則
審査の申出があっても、固定資産税に係る地方団体の徴収金の徴収は停止しない。

④ 不服申立て、争訟の方式
・ 不服申立てにおいては、固定資産評価審査委員会に対して審査を申し出ることができる事項についての不服を理由とすることができない。
・ 固定資産評価審査委員会に対して審査を申し出ることができる事項について不服がある納税者は、固定資産評価審査委員会に対する「審

査の申出」及びその「決定の取消しの訴え」によることによってのみ争うことができる。

固定資産評価審査委員会の意義

固定資産税の課税標準である価格は固定資産評価基準に基づき評価されることとされているが、この評価は、技術性・専門性が高いという側

面を有している。そのため、固定資産税の運営のより一層の適正公平を期し、納税者の評価に対する信頼を確保する趣旨から、価格に対する納

税者の不服については市町村長において処理することとせずに専門性を有する独立した中立的な機関によって審査決定するために、各市町村に

中立的・専門的な第三者機関として固定資産評価審査委員会が設置されている。

固定資産評価審査委員会の設置

① 委員の定数
３人以上とし、条例で定める。

② 委員の選任要件
当該市町村の住民、市町村税の納税義務がある者又は

固定資産の評価について学識経験を有する者

③ 委員の任期
３年（ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。）

固定資産評価審査委員会の合議体

① 合議体
審査の申出の事件は、委員のうちから固定資産評価審

査委員会が指定する者３人をもって構成する合議体で取
り扱う。

② 審査長
合議体を構成する者のうちから固定資産評価審査委員会

が指定する者１人を審査長とする。

固定資産評価審査委員会制度の概要
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実質審査

納税者 固定資産課税台帳に登録された価格に不服

固定資産評価審査委員会（以下、審査委員会という。）

形式審査
・提出期限
・審査申出書の欠陥

書面審理
・審査申出書
・市町村長の弁明書
・審査申出人の反論書

意見陳述の機会の付与
申請があった場合に口頭による意見陳述の機会の付与

口頭審理
・公開による
・職権による

審査委員会の心証形成

市町村長 台帳の修正登録 10日以内

決定処分の取消訴訟
行政事件訴訟法 ６か月以内

書面審理
・ 審査委員会は、市町村長に対して弁明書の提出を求めることができる。
・ 市町村長から弁明書の提出があったときは、その副本を審査申出人に送付しなければならない。
（ただし、審査申出の全部を容認すべきときは、この限りでない。）
・ 審査申出人は、弁明書の副本の送付を受けたときは、これに対する反論書を提出することができる。

審査委員会は、審査
申出人の求めがあっ
た場合には、当該審
査申出人に口頭で意
見を述べる機会を与
えなければならない。

審査申出人の市町村長に対する照会権

審査申出人は、市町村長に対し、その
主張に理由があることを明らかにする
ために必要な事項について照会するこ
とができる。

審査の決定（書面、理由附記）

却下 棄却 全部又は一部の認容

・審査委員会は、申出を受けた日から30日以内に審査の決定をしなければならない。それまでに決定がない
ときは、却下決定があったとみなすことができる。

・審査委員会は、審査決定をした場合、10日以内に、審査申出人及び市町村長に通知しなければならない。

審査申出 台帳登録の公示の日から納税通知書の交付後３か月※まで

・ 審査委員会は、審査のため必要がある場合
には、審査申出人及び市町村長の出席を求め
て公開による口頭審理を行うことができる。

・ 口頭審理においては、固定資産評価員その
他の関係者の出席及び証言を求めることがで
きる。

・ 口頭審理の指揮は、審査長が行う。

事実審査
・実地調査
・資料調査

固定資産評価審査委員会の審査の決定の手続

※ 平成28年４月１日より60日から３か月に改正

審査に必要となる審査委員会の権限

・ 審査委員会は、固定資産の評価に必
要な資料を所持する者に対し、審査に
関し必要な資料の提出を求めることが
できる。

・ 審査委員会は、固定資産評価員に対
し、評価調書に関する事項についての
説明を求めることができる。
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平成27年度

※１ 住宅用地特例、負担調整措置による減収額は含まれていない。
※２ 「平成27年度 固定資産の価格等の概要調書」を基に作成。

資産別割合

項目別割合

固定資産税における課税標準の特例措置及び税額の減額措置による減収額内訳＜概数＞

土地

81億円

(3.4%)

家屋

1,332億円

(56.2%）

償却資産

956億円

(40.4%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

新築住宅特例

（長期優良住宅を含む）

1,221億円

(51.5％)

その他住宅特例

34億円

（1.4％）

公共交通

489億円

(20.6％)

公益事業

182億円

(7.7％)

その他

444億円

（18.8％）

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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わがまち特例について

従来法律で一律に定めていた課税標準又は税額の特例割合を条例で決定できることとする。
（一定の特例割合と上限・下限を法律で定める）

地方団体が条例で決定

ただし、一定税率のものや
制限税率があるものもあり

わがまち特例のイメージ

× ＝－
課税標準

（特例措置あり）
税率 税額特例

（特例措置あり）
税額

（参考）地方税法、同法施行令、同法施行規則の改正等について（地域決定型地方税制特例措置（わがまち特例）関係部分抜粋）

Ⅷ 特記事項

１及び２ 略

３ 本年度改正において、Ⅱの第２の２(12)並びに(13)オ及びクの特例措置について「地域決定型地方税制特例措置（通称：わ
がまち特例）」（以下「わがまち特例」という。）を導入することとなったので、以下の点に留意の上、適切に対処されたい
こと。

(１) わがまち特例の対象が区域内に存在する地方団体にあっては、当該対象に係る固定資産税及び都市計画税を賦課徴収す
るために、特例割合を定める条例を制定することが必要であること。

(２) 特例割合を定める条例については、地域の実情に応じた政策を展開するというわがまち特例導入の趣旨に沿って、十分
な検討・議論のための期間、納税義務者等への周知期間等を総合的に勘案した上で、可能な限り速やかに制定することが
望ましいこと。

４ 略

平成28年４月１日総税企第37号
各都道府県知事 ・議会議長 宛
各指定都市市長 ・議会議長 宛
総 務 大 臣
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